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論文要旨 
 持続可能な農業の推進において、農薬・化学肥料の使用量を抑制した環境保全型農業へ
の転換が叫ばれて久しい。2010年農業センサスによれば、環境保全型農業を行なっている
農家は約 81万戸に達しており、販売農家全体の 49.8％を占めるまでに至っている。このよ
うに、慣行農業から環境保全型農業への転換は進展しているが、さらにその上をいく無農
薬・無化学肥料栽培、有機栽培は十分に普及していないのが現状である。農水省が公表し
ている有機 JAS認証の認定農家数は、2010年の 3,815戸に対し 2012年 4月時点で 4,009戸
に過ぎず、この間の伸びはわずか 0.5％にとどまっている。同様に有機 JASほ場面積につい
ても、2011年は 9,401haで全耕地面積の約 0.2％という状況である。 
有機農業の拡大を阻害する要因として、有機 JAS認定にかかる検証・認証費用の問題に加
えて、有機農業への転換によって生じる労働時間の増加や収量の低下といった経営リスク
の存在が大きいことを指摘している。経営リスクの不安を解消するためには、慣行栽培に
対する優位性を示す必要がある。今後、環境保全型農業・有機農業の拡大を図るためには、
経営リスクの不安という阻害要因を取り除き、環境保全型農業・有機農業の経営実態の把
握及びその特徴を持続可能性の観点から解明することが求められる。また、近年の地球温
暖化防止や生物多様性保全に向けた取組を受けて環境保全型農業に対して、それらの役割
が期待されている。これまで環境保全型農業の持続可能性については、その経済性が研究
の中心であったが、今後はその環境性についても言及する必要がある。また、環境保全型
農業経営は、その農産物が適切な価格で販売され、消費者によって購入されることで成立
する。 
したがって、有機農業を含む環境保全型農業の経済的成立条件を検討するにあたっては、
生産者側の経営実態を把握するとともに、生産された農産物の消費実態についての把握も
求められる。環境保全型農業の経済的成立条件については、これまで生産者と消費者双方
の観点から同時に検討した研究はみられない。生産者と消費者双方の観点から分析するこ
とで、より詳細な分析結果が得られることが期待される。 
 本論文は、環境保全型農業の先進地域である宮城県登米市南方町水稲部会の取組を事例
として、当部会に対する経営費調査及び当部会で生産された環境保全米の消費者に対する
アンケート調査を通じて、環境保全型農業の経済的成立条件を検討する。 
本論文における研究の構成は、第 2章で、環境保全型稲作の現状と分析対象地域である宮
城県登米市の南方町水稲部会の取組を整理する。第 3章、第 4章では環境保全型稲作の生
産部分について、それぞれ経営費及び環境負荷について分析する。そして、第 5章では環
境保全型稲作によって生産されたコメの消費者評価を統計的に明らかにする。最後に第 6
章では、全体の要約及び結論を述べる。 
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論 文 審 査 結 果 要 旨 
本論文は、宮城県登米市南方町水稲部会の環境保全型稲作について、生産面（収益性と環
境負荷）と消費面（コンジョイント分析）から総合的に定量的評価を行い、持続可能な環境
保全型稲作の経済的成立条件の解明に取り組んだ。
分析対象は宮城県登米市南方町水稲部会（会員 126 名）である。登米市全体の水稲作付
面積は 8 割以上が環境保全米 C タイプ（特別栽培米）であるが、南方町水稲部会の場合に
は A タイプ（JAS 有機米）が約 3 割、省農薬（除草剤１回散布）が約 6 割であり、同部会
の取組は有機農業への農法転換が進んでいる先進事例として位置づけられる。分析データ
は同部会 87 名の個別経営調査から得られた。 
分析結果から、環境保全型稲作の収益性は、A タイプが最も高く、次いで省農薬、C タイ
プ、慣行栽培（宮城県平均）の順となった。A タイプの単収は、その他の栽培方法に比べて
やや低く、また除草作業に伴う労働時間（コスト）も増えるものの、それらを上回る高い販
売価格によって収益性が担保されていた。
次に、環境保全型稲作の栽培段階で排出される CO2 排出量から環境負荷の影響評価を行
った。その結果、単位面積あたり CO2 排出量は、省農薬が最も少なく、次いで A タイプ、
C タイプの順となった。さらに、環境効率性（環境負荷／収益性）を同時に検討した結果、
省農薬栽培が経済性と環境性を両立する最も持続可能性の高い栽培方法であることが明ら
かになった。
 その上で、京都生協組合員を対象に登米市南方産の環境保全米に関するアンケート調査
を実施し、選択実験により環境保全米の消費者評価を行った。得られたデータは 138 名の
回答である。分析結果から、単独属性の主効果については、農薬・化学肥料の削減、CO2 排
出量の削減、生きものの種類が多い栽培方法によって生産されたコメを選択することで、消
費者の効用が高まることが明らかになった。
以上から、総合的に得られた結論は以下の 2 点である。第 1 に、環境保全型稲作におけ
る栽培方法は、有機栽培や減農薬・減化学肥料栽培よりも省農薬栽培を推進することが望ま
しい。第 2 に、環境保全米の消費者評価を高めるには、農薬・化学肥料を低減させるととも
に、「CO2 排出量の削減」と「生物多様性保全」の取組をきちんと消費者に伝えることが重
要である。
このように本論文は、単一の事例を対象に生産と消費の両面から環境保全型稲作の経済
的成立条件を解明したオリジナリティの高い研究である。よって審査員一同は、本論文の著
者に対して博士（農学）の学位を授与するに値すると判定した。
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